
 

 

平成１７年２月期     個別財務諸表の概要         平成 17 年 4 月 12 日 

上場会社名 株式会社 髙 島 屋              上場取引所     大・東 

コード番号 ８２３３                    本社所在都道府県  大阪府  

（ＵＲＬ http://www.takashimaya.co.jp） 

代  表  者 役職名 取締役社長      氏名 鈴 木  弘 治 

問合せ先責任者 役職名 広報・ＩＲ室長    氏名 森 島  敏    ＴＥＬ 03-3246-4636 

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成 17 年 4 月 12 日            中間配当制度の有無 ○有・無 

定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成 17 年 5 月 24 日      単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000 株） 

１．17 年 2 月期の業績（平成 16 年 3 月 1 日～平成 17 年 2 月 28 日） 

（１） 経営成績              （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
営 業 収 益 

〔売  上  高〕 
営 業 利 益 経 常 利 益 

                 百万円      ％          百万円      ％           百万円      ％ 

17 年 2 月期 
    ８４１,９０９ △10.1 

  〔 ８３１,００６ △10.0〕 
 １８,８７２     4.8 １９,６１３     12.5  

16 年 2 月期 
    ９３５,９９１ △ 2.9 

  〔 ９２２,８９９ △ 3.1〕 
 １８,０１４   120.2 １７,４２９     83.1  

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整

後1株当たり      

当 期純利益      

株主資本     

当 期     

純利益率     

総 資 本     

経 常     

利 益 率     

売 上 高     

経 常     

利 益 率     

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17 年 2 月期  ８,５８７ 215.7 ２７．８６ ２６.６０ ４.８ ３.０ ２.４

16 年 2 月期  ２,７１９ 13.9 ８.８２ ８.６３ １.６ ２.６ １.９

(注)1.期中平均株式数 17 年 2 月期 308,192,051 株  16 年 2 月期 308,310,190 株 

  2.会計処理の方法の変更 ○有･無 

3.営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は､対前期増減率 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

     中 間 期 末 

配当金総額

（年 間）
配 当 性 向       

株 主 資 本       

配 当 率       

円 銭 円 銭 円 銭 百万円   

17 年 2 月期 ７.５０ ３．７５ ２,３１１ ２６.９ １.３

16 年 2 月期 ７.５０ 

３．７５

３．７５ ３．７５ ２,３１１ ８５.０     １.３

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本         
 百万円 百万円 ％        円  銭 

17 年 2 月期 ６４７,０６８ １８３,１４７ ２８.３ ５９４.３１

16 年 2 月期 ６６５,４７７ １７６,５７４ ２６.５ ５７２.８６

注)1.期末発行済株式数 17 年 2月期 308,166,598 株 16 年 2 月期 308,230,073 株 

  2.期末自己株式数  17 年 2月期   717,784 株 16 年 2 月期   654,309 株 

２．18 年 2 月期の業績予想（平成 17 年 3 月 1 日～平成 18 年 2 月 28 日） 

1株当たり年間配当金          
 

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕         
営 業 利 益      経 常 利 益      当期純利益      

中間 期末  

 
中 間 期     

 
通  期     

百万円    % 

 ４０４,７４０ △1.9 

〔３９８,９００〕 △2.0 

 ８３０,６００ △1.3 

〔８１９,３００〕 △1.4 

百万円  %

  ８,５５０ 22.7

２０,８００ 10.2

百万円  %

９,５５０ 14.8

 

２１,３００ 8.6

百万円  % 

３,１００ 2.3 

 

８,６００ 0.1 

 

円 銭 

３.７５ 

 

― 

 

円 銭

―

 

３.７５

円 銭

―

 

７.５０

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） ２７円  ９０銭 

(注)上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づいておりますが、実際の業績は様々な要因により、予想数値とは 

異なる場合がございます。なお上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料の 9ページを参照ください。 

 

－１－ 



 

比 較 貸 借 対 照 表 

                                   （単位 百万円） 
 
         期 別 

科 目 
 

当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 

増 減 高      

（△） 

（ 資 産 の 部 ）            

流 動 資 産         １３５,６９３ １４２,３３９ △   ６,６４５

現 金 及 び 預 金          ４８,７８９ ４５,６７０ ３,１１９

受 取 手 形          １,８４１ １,５６２ ２７９

売 掛 金          ２７,７２３ ３０,１５２ △   ２,４２９

有 価 証 券 ― ４６０ △     ４６０

商 品          ２９,９４８ ３４,６４５ △   ４,６９７

貯 蔵 品          ２２４ ３１０ △      ８６

前 渡 金          ４ １２ △       ８

前 払 費 用          ２,７６３ ２,５９５ １６８

短 期 貸 付 金          ７,１０８ ５,６４１ １,４６６

繰 延 税 金 資 産          ４,２３０ ７,８３３ △   ３,６０２

そ の 他          １３,２２２ １３,６４３ △     ４２１

貸 倒 引 当 金          △     １６３ △     １８９ ２６

固 定 資 産         ５１１,３７４ ５２３,１３８ △  １１,７６３

有 形 固 定 資 産         ２０８,３９９ ２１８,２６１ △   ９,８６２

建 物          ７９,４５１ ８３,５１２ △   ４,０６０

構 築 物          ９８１ １,１３４ △     １５３

車 両 及 び 運 搬 具          ２ ２ △       ０

器 具 及 び 備 品          ６,８８７ ７,５１５ △     ６２７

土 地          １１８,５３９ １２１,１８４ △   ２,６４５

建 設 仮 勘 定          ２,５３７ ４,９１１ △   ２,３７４

無 形 固 定 資 産         ７,９６２ ７,５６４ ３９８

借 地 権          ５,０６９ ５,０６９ ―

そ の 他          ２,８９３ ２,４９５ ３９８

投資その他の資産 ２９５,０１２ ２９７,３１２ △   ２,３００

投 資 有 価 証 券          ７０,４８０ ７５,９９２ △   ５,５１２

子 会 社 株 式          ３６,５３６ ２７,５００ ９,０３６

長 期 貸 付 金          ８８,４８９ ８８,１４１ ３４８

長 期 保 証 金          ９７,５６１ １０１,４００ △   ３,８３８

繰 延 税 金 資 産          １４,９４４ １６,９１１ △   １,９６６

そ の 他          ２,９１３ ３,１８７ △     ２７４

貸 倒 引 当 金          △   １５,９１４ △   １５,８２１ △      ９３

資 産 合 計         ６４７,０６８ ６６５,４７７ △  １８,４０９

 

 

 

 

 

 

 

 

－２－ 



 

 

                                   （単位 百万円） 
 
         期 別 

科 目 
 

当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 

増 減 高      

（△） 

（ 負 債 の 部 ）            

流 動 負 債         ２６４,９８３ ２４０,５９５ ２４,３８８

支 払 手 形          ７２ ７０４ △     ６３２

買 掛 金          ６５,１１１ ７２,１６９ △   ７,０５７

短 期 借 入 金          ６８,７１８ ３５,７６０ ３２,９５７

社債(１年以内償還） １５,０００ １０,０００ ５,０００

未 払 金          １６,１８８ ２０,１３２ △   ３,９４４

未 払 法 人 税 等          ２,５７２ ７８ ２,４９４

未 払 消 費 税 等          １,１０３ １,４１７ △     ３１３

未 払 費 用          ７,７８８ ８,４４６ △     ６５７

前 受 金          １,０１８ １,１０８ △      ９０

商 品 券          ３８,９９８ ３９,７７４ △     ７７６

預 り 金          ４４,２８４ ４６,６２１ △   ２,３３６

役 員 賞 与 引 当 金 １８ ― １８

ポイント金券引当金 ２,８８４ ２,９７８ △      ９４

そ の 他 １,２２４ １,４０２ △     １７７

固 定 負 債         １９８,９３６ ２４８,３０７ △  ４９,３７１

社 債          ３０,０００ ４５,０００ △  １５,０００

長 期 借 入 金          １０１,７５１ １２６,２５５ △  ２４,５０４

退 職 給 付 引 当 金          ５２,６３１ ６５,５１１ △  １２,８８０

役員退職慰労引当金          ３７８ ２７４ １０３

長 期 預 り 金          ７,５９１ ７,１８２ ４０８

再評価に係る繰延税金負債 ３,６５０ ３,９６６ △     ３１５

そ の 他 ２,９３３ １１６ ２,８１６

負 債 合 計         ４６３,９２０ ４８８,９０３ △  ２４,９８２

（ 資 本 の 部 ）          

資 本 金         ３９,０８５ ３９,０８５ ―

資 本 剰 余 金         ２７,０９９ ２７,０９２ ６

資 本 準 備 金          ９,７１１ ９,７１１ ―

その他資本剰余金 １７,３８８ １７,３８１ ６

利 益 剰 余 金         ９９,１２６ ９２,３８８ ６,７３７

利 益 準 備 金 ６０ ６０ ―

任 意 積 立 金         ８４,１９８ ８５,８２６ △   １,６２８

当期未処分利益 １４,８６７ ６,５０１ ８,３６６

土地再評価差額金 ５,３４１ ５,８０２ △     ４６１

その他有価証券評価差額金 １２,９２６ １２,５５９ ３６７

自 己 株 式         △     ４３１ △     ３５５ △      ７５

資 本 合 計         １８３,１４７ １７６,５７４ ６,５７３

負 債 資 本 合 計         ６４７,０６８ ６６５,４７７ △  １８,４０９

 

 

 

 

－３― 



 

比 較 損 益 計 算 書           

（単位 百万円） 

     期  別 

科  目 
当会計年度 
（16.3.1～17.2.28） 

前会計年度 
（15.3.1～16.2.29） 

増 減 高     
（△） 

前年増減率

（％） 

（経常損益の部）     

売 上 高         ８３１,００６ ９２２,８９９ △ ９１,８９２ △  10.0

その他の営業収入         １０,９０３ １３,０９２ △    ２,１８８ △  16.7
営
業
収
益 営業収益計       ８４１,９０９ ９３５,９９１ △ ９４,０８１ △  10.1

売 上 原 価         ６０２,９６３ ６６９,１３７ △ ６６,１７３ △  9.9

販売費一般管理費 ２２０,０７３ ２４８,８３９ △ ２８,７６５ △  11.6

営
業
損
益
の
部 

営
業
費
用 営業費用計       ８２３,０３７ ９１７,９７７ △ ９４,９３９ △  10.3

営 業 利 益         １８,８７２ １８,０１４ ８５７ 4.8

受取利息及び配当金 ３,３２４ ３,７６９ △    ４４５ △  11.8

雑 収 入         ４,７９６ ４,１９２ ６０３ 14.4

営
業
外
収
益 営業外収益計 ８,１２０ ７,９６２ １５８ 2.0

支 払 利 息         ４,３６３ ４,７７８ △    ４１５ △  8.7

雑 損 失         ３,０１６ ３,７６８ △    ７５２ △  20.0

営
業
外
損
益
の
部 

営
業
外
費
用 

営業外費用計 ７,３７９ ８,５４７ △  １,１６８ △  13.7

経 常 利 益         １９,６１３ １７,４２９ ２,１８４ 12.5

（特別損益の部）  

固 定 資 産 売 却 益 １２５ ９９０ △    ８６５ －

投資有価証券売却益          ７,２６３ ２,５６８ ４,６９４ －

子 会 社 株 式 売 却 益 ９９０ １１,０７６ △ １０,０８６ －

子 会 社 清 算 配 当 金 １,１３４ － １,１３４ －

厚生年金基金代行返上益 － ３４,３６２ △ ３４,３６２ －

そ の 他 ２２ １１ １１ －

 
 

特 

別 

利 

益 

特 別 利 益 計         ９,５３６ ４９,０１０ △ ３９,４７３ －

固 定 資 産 売 却 損 ３４５ ２,２５６ △  １,９１１ －

固 定 資 産 除 却 損 ３,７７３ ２,２７６ １,４９７ －

固 定 資 産 評 価 損 １９７ ２８,１５８ △ ２７,９６０ －

減 損 損 失 ３,１６９ － ３,１６９ －

投資有価証券評価損 ５４８ ２ ５４６ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ７０ － ７０ －

退職給付制度変更損 ３４７ １,５３９ △  １,１９２ －

た な 卸 資 産 評 価 損 ３４７ － ３４７ －

事 業 構 造 改 革 損 ５,０８０ １８,７６５ △ １３,６８４ －

固 定 資 産 寄 贈 損 － １,２６５ △  １,２６５ －

ポイント金券引当金繰入額 － ３,０１３ △  ３,０１３ －

そ の 他 ３３ ３３ △      ０ －

特 
 
 

別 
 
 

損 
 
 

失 

特 別 損 失 計           １３,９１４ ５７,３１１ △ ４３,３９７ －

税 引 前 当 期 純 利 益 １５,２３６ ９,１２７ ６,１０８ 66.9

法人税、住民税及び事業税             ２,７３０ ４０ ２,６９０ －

過年度法人税、住民税及び事業税 － ３４７ △    ３４７ －

法 人 税 等 調 整 額             ３,９１８ ６,０２０ △  ２,１０１ －

当 期 純 利 益        ８,５８７ ２,７１９ ５,８６７ 215.7

前 期 繰 越 利 益             ６,９７４ ８,９５９ △  １,９８５ －

中 間 配 当 額 １,１５５ １,１５５ △           ０ －

利 益 準 備 金 積 立 額  － ６０ △     ６０ －

土地再評価差額金取崩額  ４６１ △  １,２９９ １,７６１ －

子 会 社 株 式 消 却 損 － △  ２,６６１ ２,６６１ －

当 期 未 処 分 利 益 １４,８６７ ６,５０１ ８,３６６ －

－４－ 



 

 

重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

有 価 証 券         満期保有目的の債券 

             償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

             移動平均法による原価法 

その他有価証券（時価のあるもの） 

            期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により 

            処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

その他有価証券（時価のないもの） 

             移動平均法による原価法 

デリバティブ    時価法 

商 品    売価還元法及び個別法による原価法 

ただし、通信販売事業本部の商品は先入先出法による原価法 

貯 蔵 品   先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。 

有形固定資産     定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法 

人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

無形固定資産    定額法を採用しております。なお、償却年数については、法人税法に規定 

          する方法と同一の基準によっております。 

ただし、将来の収益獲得又は費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開 

発費については、５年間で均等償却しております。 

３. 重要な引当金の計上の方法は次のとおりであります。 

貸 倒 引 当 金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ 

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 

不能見込額を計上しております。 

役員賞与引当金  役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

         (追加情報） 

「役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い」(企業基準委員会 実務対応 

報告第 13 号）が平成 16 年 3 月 9 日以降終了する会計年度に係る財務諸表 

から適用されることになったことに伴い、従来株主総会決議時に未処分利益 

の減少として会計処理していた役員賞与を、当期から発生時に費用処理して 

おります。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益 

が、18 百万円減少しております。 

ﾎﾟｲﾝ ﾄ金 券 引 当 金  ポイント金券の発行に備えるため、当期末におけるポイント残高に対する 

将来の金券発行見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しており 

ます。 

退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産 

の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して 

おります。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 

定の年数(10 年)による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

年数（10 年）による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理してお 

ります。 

   役員退職慰労引当金         役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を引当 

計上しております。 
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４．リース取引の処理方法は次のとおりであります。 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 

  いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．ヘッジ会計の方法は次のとおりであります。 

ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約取引及び通貨スワップ取 

引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行ってお 

ります。 

  ヘ ッ ジ 手 段         為替予約取引及び通貨スワップ取引を行っております。 

  ヘ ッ ジ 対 象         外貨建営業債権・債務、貸付金及び貸付金の受取利息 

  ヘ ッ ジ 方 針         当社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘッジすることとしてお 

ります。 

  ヘッジ有効性評価の方法         ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎会計年度末(中間会計期間末を含む) 

に個別取引毎にヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象 

の資産・負債または予定取引に関する重要な条件が同一であり、高い有効性 

があるとみなされる場合には有効性の判定を省略しております。 

リスク管理体制    重要なデリバティブ取引については、当社の経理規定に従い取締役会の決議ま

たは稟議決裁を行い、管理本部財務部で取引を実行するとともに管理してお 

ります。 

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業 

会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日)及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用 

指針第 6号 平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年 3 月 31 日以降に終了する営業年度に係る財務諸表から 

適用できることになったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用しております。 

これに伴い、税引前当期純利益は 3,169 百万円減少しております。 

  

 

貸借対照表注記 

  

摘    要 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 

１．有形固定資産減価償却累計額 129,720 百万円 135,645 百万円

２．自己株式の数 717,784 株 654,309 株

３．担保に供している資産 116,335 百万円 116,872 百万円

４．保証債務 11,983 百万円 19,398 百万円

５．売掛債権等の流動化 当期末の売掛金及び長期保証金(一

年内含む)残高は、売掛債権等の流動

化（信託方式及び譲渡方式）により

それぞれ 19,810 百万円及び 1,484

百万円減少しております。 

当期末の売掛金及び長期保証金（一

年内含む）残高は、売掛債権等の流

動化（信託方式及び譲渡方式）によ

りそれぞれ21,956百万円及び2,198

百万円減少しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

－６－ 



 

  

摘    要 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 

６．土地の再評価 「土地の再評価に関する法律」(平成

10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)及

び平成 11 年 3 月 31 日の同法律の改

正に基づき、事業用の土地の再評価

を行っております。なお、再評価差

額については、当該差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しており

ます。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第

119号)第2条第3号に定める固定資

産税評価額及び被合併会社から引継

いだ土地のうち第 2条第 4号に定め

る路線価のあるものは当該路線価に

それぞれ合理的な調整を行い算出し

ております。 

再評価を行った年月日 

平成 12 年 12 月 31 日（被合併会社）

及び平成 13 年 2 月 28 日 

土地の再評価に関する法律第 10 条

に定める再評価を行った事業用の土

地の当期末における時価の合計額が

当該事業用土地の再評価後の帳簿価

額の合計額を下回る金額は 14,438

百万円であります。 

「土地の再評価に関する法律」(平成

10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)及

び平成 11 年 3 月 31 日の同法律の改

正に基づき、事業用の土地の再評価

を行っております。なお、再評価差

額については、当該差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しており

ます。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第

119号)第2条第3号に定める固定資

産税評価額及び被合併会社から引継

いだ土地のうち第 2条第 4号に定め

る路線価のあるものは当該路線価に

それぞれ合理的な調整を行い算出し

ております。 

再評価を行った年月日 

平成 12 年 12 月 31 日（被合併会社）

及び平成 13 年 2 月 28 日 

土地の再評価に関する法律第 10 条

に定める再評価を行った事業用の土

地の当期末における時価の合計額が

当該事業用土地の再評価後の帳簿価

額の合計額を下回る金額は 13,611

百万円であります。 

７．配当制限  土地再評価差額金は、「土地の再評

価に関する法律」第 7条の 2第 1 項

の規定により、配当に充当する事が

制限されております。 

商法施行規則第 124 条第 3号の規定

により、純資産額のうち配当制限を

受ける額は 12,926 百万円でありま

す。 

土地再評価差額金は、「土地の再評

価に関する法律」第 7条の 2第 1 項

の規定により、配当に充当する事が

制限されております。 

商法施行規則第 124 条第 3号の規定

により、純資産額のうち配当制限を

受ける額は 12,559 百万円でありま

す。 
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摘    要 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 

８．期末日満期手形の会計処理 ― 期末日満期手形の会計処理は､手形 

交換日をもって決済処理しており 

ます。 

なお、決算期末日が金融機関の休日

であったため、次の満期手形がそれ

ぞれ残高に含まれております。 

･受取手形 81 百万円 

･支払手形 39 百万円 

 

 

損益計算書注記 

 

摘    要 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 

１．特別損失の「固定資産評価 

損」について 

電話加入権に係る評価損でありま

す。 

当社は、立川店の建物及び土地の一部

を都市基盤整備公団(以下、公団とい

う)から、平成 6年 10 月より賃借して

おりました。契約では、平成 16 年 10

月の当初賃貸借期間満了後は、双方の

合意がなければ賃貸借契約は継続でき

ず、当該物件を約定譲渡価額で購入す

ることとされていましたが、賃貸借契

約継続の合意に至りませんでした。約

定価額は総額 35,632 百万円であり、こ

の間における経済情勢の大きな変動や

不動産価額の著しい下落を根拠に、当

社は公団に対して譲渡価額の引下げを

求めて東京地方裁判所に提訴しました

が、訴訟の見通しと訴訟継続による経

済的損失を踏まえ、公団と協議した結

果、訴訟を取り下げ、平成 16 年 2 月

25 日に約定価額で取得いたしました。

取得に要した額が当該土地、建物の時

価(総額 7,700 百万円)と著しく乖離し

ているため、土地及び建物の取得価額

として時価を付し、取得に要した額と

時価との差額を「固定資産評価損」と

して処理したものであります。 
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摘    要 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 

２．特別損失「事業構造改革損」

の主な内訳 

早期退職制度に伴う割増金4,602百万円、

子会社株式評価損 246 百万円及び子会社

貸倒引当金繰入額232百万円であります。

早 期 退 職 制 度 に 伴 う 割 増 金 

11,780 百万円、子会社株式評価損

670 百万円、子会社等貸倒引当金繰

入額 2,417 百万円、会社分割に伴

う固定資産評価損 2,019 百万円及

び商品評価損 953 百万円でありま

す。 

３．減損損失について 当期末において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しておりま

す。 

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

堺店 

（大阪府堺市）

店舗等 建物 

その他

９５１

３０４

立川店 

（東京都立川市）

店舗等 建物 

その他

１,６２９

２０７

その他 遊休資産 建物他 ７７

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として店舗を基本単位として、

遊休資産については、当該資産単独で資

産のグルーピングをしております。 

営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスとなる見込みである資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、 

当該減少額を減損損失３,０９２百万円を

特別損失に計上しました。遊休資産につい

ては、今後経常的な損失が予想されるため

減損損失７７百万円を特別損失に計上し

ました。 

 回収可能価額は、店舗については使用価

値を､遊休資産については正味売却価額を

適用しております。なお、使用価値につい

ては、将来キャッシュ・フローを４%で割

り引いて算定しております。また、正味売

却価額については、路線価方式による相続

税評価額を使用しております。 

― 
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リース取引に関する注記 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高 

  相当額                              （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 
増 減 高     

車両及び運搬具 

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

８２

４４

―

１０５

６３

―

△     ２２

△      １８

―

期 末 残 高 相 当 額           ３７ ４２ △      ４

器具及び備品        

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

７,５６０

４,９３３

１１７

７,８９８

４,４０１

―

△     ３３８

５３２

１１７

期 末 残 高 相 当 額           ２,５０８ ３,４９７ △    ９８８

合 計        

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

７,６４３

４,９７８

１１７

８,００４

４,４６５

―

△    ３６１

５１３

１１７

期 末 残 高 相 当 額           ２,５４６ ３,５３９ △    ９９２

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が 

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

 ②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高     （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 
増 減 高     

１ 年 以 内         １,１２５ １,３０７ △    １８１

１ 年 超         １,４２１ ２,２３２ △    ８１０

合 計         ２,５４６ ３,５３９ △    ９９２

リース資産減損勘定期末残高 １１７ ― １１７

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等 

に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失（単位 百万円） 

 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 
増 減 高     

支 払 リ ー ス 料         １,３８５ １,２７５ １０９

リース資産減損勘定の取崩額 ― ― ―

減 価 償 却 費 相 当 額 １,３８５ １,２７５ １０９

減 損 損 失 １１７ ― １１７

 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

２．オペレーティングリース取引 

 ・未経過リース料期末残高相当額                   （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（17.2.28） 

前会計年度 

（16.2.29） 
増 減 高     

１ 年 以 内         １３,９４０ １３,９９０ △      ５０

１ 年 超         １４４,７７８ １５９,１９７ △   １４,４１９

合 計         １５８,７１８ １７３,１８７ △   １４,４６９

－１０－ 



 

比 較 利 益 処 分 案 

                                  （単位 百万円） 

摘     要 
当会計年度 

（平成 17 年 2 月期）

前会計年度 

（平成 16 年 2 月期） 
増 減 高 

当 期 未 処 分 利 益 １４,８６７ ６,５０１ ８,３６６

固定資産圧縮積立金取崩額 １５２ １,９１３ △   １,７６０

合     計 １５,０２０ ８,４１４ ６,６０５

これを次のとおり処分します 

利 益 配 当 金           １,１５５ １,１５５ △       ０

1 株につき普通配当 3 円 75 銭 3 円 75 銭 －

固定資産圧縮積立金 ― ２８４ △     ２８４

次 期 繰 越 利 益           １３,８６４ ６,９７４ ６,８９０

 

 （注）第 139 期中間配当金は、平成 16 年 11 月 18 日に、1,155 百万円（1株につき 3円 75 銭）を 

      実施いたしました。 
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有  価 証 券 関 係 

    

当会計年度 

(17.2.28) 

前会計年度 

(16.2.29) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

 

 

税 効 果 会 計 関 係 

１．繰延税金資産および負債の主な原因別の内訳 
（単位：百万円） 

期 別 

科 目 

当会計年度 

(17.2.28) 

前会計年度 

(16.2.29) 

(1)繰延税金資産 

･貸倒引当金損金算入限度超過額 

･未払事業所税 

･未払事業税 

･たな卸資産評価減 

･未払退職金 

･ポイント金券引当金 

･繰越欠損金 

･確定拠出年金未払額 

･その他 

 

６９ 

２１８ 

２４３ 

３０７ 

１,０１５ 

１,１７１ 

― 

５５７ 

６４８ 

７１

２４２

―

１８３

２,４８４

１,２５１

２,８６７

―

７３２

流 動 の 部 

 

 

 

 

 

繰延税金資産合計 ４,２３０ ７，８３３

(1)繰延税金資産 

･貸倒引当金損金算入限度超過額 

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ開発費償却超過額 

･会社分割に伴う子会社株式評価減 

･株式評価減 

･会員権評価減 

･退職給付引当金損金算入限度超過額 

･減損損失 

･確定拠出年金未払額 

･その他 

 

５,８５０ 

８３６ 

２,５４６ 

２,８９３ 

２１７ 

１９,２２２ 

１,２８６ 

１,１５３ 

４９９ 

５，８１９

１，０２９

１，４８７

３，６０３

２４２

２２，６６４

―

―

３８７

繰延税金資産小計 

･評価性引当額 

３４,５０６ 

△２,５６０ 

３５，２３３

△１，４８７

繰延税金資産合計 ３１,９４６ ３３，７４６

(2)繰延税金負債 

･固定資産圧縮積立金 

･その他有価証券評価差額金 

 

△    ８,１６５ 

△    ８,８３５ 

△   ８，２５０

△   ８，５８４

繰延税金負債合計 △   １７,００１ △  １６，８３４

固 定 の 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰延税金資産の純額 １４,９４４ １６，９１１

 

 

 

 

 

 

 

 

－１２－ 



 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

 

当会計年度 

(17.2.28) 

前会計年度 

(16.2.29) 

法定実効税率 42.0%

調 

 

 

 

 

整 

･交際費等一時差異でない項目 

･住民税の均等割 

･評価性引当額の増加額 

･税率変更による期末繰延税金資産 

の減額修正 

･その他 

1.9%

0.4%

16.9%

9.6%

△0.6%

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以

下であるため、記載しておりません。 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 70.2%

 

３．法人事業税率の変更 

 

当会計年度 

(17.2.28) 

前会計年度 

(16.2.29) 

― 地方税法等の一部を改正する法律(平成 15 年法律

第 9号)が平成 15年 3月 31日に公布されたことに

伴い、当期の繰延税金資産及び負債の計算(ただし

平成17年 3月 1日以降解消が見込まれるものに限

る。)に使用した法定実効税率は、前期の 42.0％か

ら 40.6％に変更されました。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金

額を控除した額)は 583 百万円減少し、当期に計上

された法人税等調整額は 879 百万円、その他有価

証券評価差額金は 296 百万円はそれぞれ増加して

おります。また、再評価に係る繰延税金負債は 136

百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加して

おります。 
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役 員 の 異 動 

 

平成 17 年 5 月 24 日開催の定時株主総会における役員の異動 

 

（１）新任取締役候補 

 

   
よ し

田
だ

 二 郎
じ ろ う

    〔現 南海電気鉄道株式会社 代表取締役 取締役会長〕  

 

   
い  か り   み つ  や

猪 狩  光 也    〔現 購買本部長〕 

 

   
み や  う ち   よ し  お

宮 内  良 雄    〔現 ㈱ティー・エル・コーポレーション代表取締役 取締役社長〕 

 

   
し  みず    たかし

清 水   隆     〔現 百貨店事業本部新宿店長〕 

 

   
やま  ぐち     ゆたか

山 口   裕     〔現 百貨店事業本部横浜店長〕 

 

   
み ず  の   ひ で  し

水 野  英 史    〔現 広域事業本部副本部長兼事業統括室長〕 

 

   
ま す  だ    た か  ひ さ

増 田  容 久    〔現 管理本部財務部長〕 

 

   
お   また     かおる

小 俣   薫     〔現 百貨店事業本部 MD 本部副本部長〕 

 

   
ます  やま     ゆたか

増 山   裕     〔現 百貨店事業本部営業企画部長〕 

 

       

 

（２）退任予定取締役 

 

   
ま す  く ら   い ち  ろ う

増 倉  一 郎    〔現 取締役 相談役〕 

 

   
あさ  うち    つ とむ

朝 内   努      〔現 取締役 広域事業担当〕 

 

   
ほ ん  だ   や す  は る

本 多  恭 晴    〔現 取締役 財務担当〕 

 

   
かわ  ひがし   よし  ゆき

川 東  義 行    〔現 取締役 百貨店事業担当〕 
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か わ か つ   た い  じ   

川 勝  泰 司     〔現 取締役〕 

    

   
く に  は ら    ひ ろ し

國 原   浩     〔現 取締役 広域事業担当〕 

 

   
み や  く び   か ず  お

宮 首  一 生    〔現 取締役 総務担当〕 

 

   
お お  い し   て つ  お

大 石  哲 男    〔現 取締役 百貨店事業担当〕 

 

    
せ き    と し  あ き

関   敏 明    〔現 取締役 百貨店事業担当〕    

 

 

 

 

以上 
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